
補助金｜令和7年度 小水力発電開発促進支援事業 最大1,500万円 締切：予算上限まで随時 申請難易度：★★★★☆ 山口県

*このレポートは最新の公募要領に基づき作成されています【2025/12/11作成】
 制度の概要

山口県企業局が、小水力発電の開発を促進し、地域の活性化に資することを目的とした支援

事業です。小水力発電は、国において主力電源化の方向性が示された再生可能エネルギーの

一つであり、地域が主体となって取り組む開発に対して支援が行われます。

支援内容は「技術支援事業」と「補助事業」の2本柱です。補助事業は、出力20kW未満の水

力発電の開発費用の一部または全額を助成します。売電利益を地域活性化事業に充当する等

の要件が必須となりますのでご留意ください。

 支援内容

□ 補助事業：流量調査

採算性が見込める出力20kW未満の開発が対象です。

最大200万円 補助率10/10

□ 補助事業：設計

採算性が見込める出力20kW未満の開発が対象です。

最大500万円 補助率10/10

□ 補助事業：建設工事

採算性が見込める出力20kW未満の開発が対象です。

最大1,000万円 補助率10/10

※設計と建設工事を一体で行う場合の限度額は合わせて1,500万円

 対象となる事業・経費

【補助事業】

【技術支援事業（参考）】

 対象者

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【小水力発電のメリット】

【補助金活用実績】

 想定開発分野

地域振興を目的としたNPO法人向け

地域課題解決に資する事業計画を持つ団体が中心となる見込みです。

 活動事例と分野

活動分野 代表的な取組例

地域振興 売電利益を高齢者の見守りサービスに充当する

環境保全 河川の環境調査と遊歩道整備を一体的に実施する

農山漁村振興 小水力発電を導入し、地域の農産物加工施設へ電力を供給する

 専門家活用の推奨

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

申請書一式

事業計画書

現地の図面

定款・規約

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/161/26000.html

詳細な手続きや公募要項は必ず制度詳細ページをご確認ください。

お問い合わせ 山口県山口市滝町1番1号

企業局電気工水課

TEL.083-933-4038

※お問い合せは制度詳細ページよりお願いいたします。

出力20kW未満の水力発電の開発事業

流量調査／設計／建設工事にかかる経費

採算性が見込める小水力発電の開発であること

導入検討／現地調査／各種申請に関する助言や情報提供

維持・管理に関する助言／各種情報提供

出力1,000kW以下の水力発電の開発が対象

山口県内の市町／山口県内の公共的団体等

NPO法人（「農山漁村又は中山間地域の振興」等が目的）／法人格のある自治会等

申請には技術支援を申し込んでいること等が必須です

上記法人を設立予定の任意団体代表者又は個人

事業の採算性を明確に示し、持続可能な計画を提示してください。

売電利益を地域活性化に充当する具体的な計画を作成してください。

事前に行う技術支援事業を必ず活用し、助言を計画に反映させてください。

地域の市町や公共的団体と連携した主体的な取り組みであること。

開発地点の現況を調査し、水利権等の許認可見通しを明確化してください。

水量を調整することで、年間を通じて安定した発電が可能である。

地域に分散した形でエネルギーを供給し、災害時のレジリエンスに貢献する。

地域の豊富な水資源を活用し、地産地消のエネルギーを実現する。

水の流れを利用するため、燃料費がかからず維持コストを低減しやすい。

補助率は10/10（全額）と非常に高く、資金調達の負担が少ない。

流量調査・設計・建設工事の段階ごとに支援を受けられる。

技術支援で導入検討の助言を得てから、補助金申請に進める体制。

行政書士：水利権申請や各種許認可の取得をスムーズに支援します。

中小企業診断士：採算性のある事業計画の策定をサポートします。

技術コンサルタント：現地調査や設計における専門的助言を提供します。

技術支援を申し込んでいることが前提となります。•

売電利益を地域活性化に充当する計画を提示してください。•

発電量や収支計画の採算性を論理的に示してください。•

事業の継続性、実現可能性を裏付けしてください。•

発電設備の設置場所を具体的に明記してください。•

NPO法人等の場合は、主たる事業目的を確認してください。•

事前準備

小水力開発促進支援事業の技術支援を申し込んでください。•

流量調査や水利権等の許認可見通しを検討してください。•

申請

～予算上限到達まで随時

募集の詳細については、実施要領をご確認ください。•

審査期間

各締切後、約1～2ヶ月程度が見込まれます（一般的な補助金の例）。•

採択結果通知

採択決定後、改めて交付申請を行い事業を開始します。•

交付決定

事業完了後に実績報告を行い、後日、補助金が支払われます。•

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/161/26000.html

